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2005年度会員企業経営・
業況定期調査結果

　「日系企業経営者の景況感は昨年に引き続き良好も先
行きには慎重な面も。会員企業の５割弱が業務拡大方
針」

　商工業政策運営委員会（古田委員長　新日本製鐵）で
は、本年５月に実施しました会員企業のビジネス動向調
査結果を取りまとめました。それによりますと当地の日
系企業経営者の景況感は昨年に引き続き良好なものの、
先行きについては慎重にする企業が増えていることが判
明しました。主な結果は以下のとおり。

調査目的：会員企業各社の業況・経営課題、経済見通し
　　　　　を把握すること（年１回実施、12回目）
調査主体：商工業政策運営委員会
調査方法：正会員358社に調査票を４月下旬に発送。回答
　　　　　のあった158社（44%）のデータを集計

１．在シカゴ日系企業経営者の景況感

　「業務運営の方向性が拡大方向にあると答えた企業数
が75社（47%）に達し、昨年の同時期より約３ポイント
増加。ただし、在シカゴ日系企業経営者の景況感は良好
であるものの、大幅に改善した昨年と異なり横這いで推
移との見方が大半で、先行きについては「米国内の景気
は下降」と回答した企業が16社（10％）と昨年２社（１
％）と比べ慎重な見方が増える。」

　158社の回答結果を分析すると、今年後半の米国景気見
通しについては、「好調に推移」との回答が17社（11
%）「ほぼ横ばい」との回答109社（69%）であり、昨年
同時期の「好調」34%、「横ばい」60%計94%よりはやや
悪化したものの、回答企業の８割が依然として良好な見
通しを維持していることが判った。

　また、自社の業況見通しについては「売上急増」あ
るいは「やや増加」との回答は93社（58.8%）と昨年
113社（71.5%）に比べてやや減少したほか、経常利益
については「やや悪化」あるいは「悪化」との回答が
27社（17.1%）と昨年24社（10.3%）に比べ増加し、

「好転」あるいは「やや好転」との回答が昨年97社
（58.8%）を下回る81社（51.3%）に留まったものの依
然過半数の企業が良好な判断を下す結果となった。

２．会員企業における雇用動向

　「駐在員数の減少傾向は更に加速。日本からの派遣
社員数は５名以内が97社で６割を超える。」

　シカゴ地域における日本からの派遣社員数について
は、2004年５月時点と「変わらない」と回答した企業
が約半数80社(51%)あるものの、昨年と比べて「減少
した」（30社）との回答が「増加した」（18社）との
回答を上回り、当地の駐在員数の漸減傾向は依然とし
て続いている。一方、現地採用者に関しては、昨年同
時期より「増加した」と回答した企業が48社（30％）
に達し、「減少した」30社（19％）を大きく上回って
いる。

　なお日本からの派遣社員数については「5名以内」
との回答が97社(61.4%)で最多。さらに現地従業員の採
用方法としては「人材派遣会社を活用する」と回答が
最も多く108社(68.4%)に達している。

３．経営課題

　「８割以上の企業が経営課題として『営業強化・販
売先の拡大』を回答」

　今回初めて行った経営課題については「営業強化・
販売先の拡大」と回答した企業が129社（81.6%）に達
し、次いで「他社との競合」が64社（40.5%）とな
っている。その後は、「従業員教育」60社（38%）、
「人材の確保及び定着化」39社（24.7%）、「品質の管
理及び向上」38社（24.1%）、「現地化の推進」33社
（20.9%）となっている。このほか「合理化・リスト
ラ」18社（11.4%）、「新規設備投資の計画・実施」12
社（7.6%）、「資金調達」５社(3.2%)等も見られた。

４．営業強化・販売先の拡大

　「約７割の企業が今後１～２年以内に米国市場で新
規事業、新プロジェクトを立ち上げる計画有り」

　「2005年度設備投資を増加する」と答えた会員企業
は、昨年調査より約２ポイント減って43社（27.3%）
に留まったものの、今後１年以内に新しいプロジェク
トを計画していると回答した企業は95社（60.1%）
に達しており、「２年以内」と答えた企業も含めると
回答企業の過半数の107社（67.7%）で新たなビジネス
模索が進められていることが明らかになった。



５．JCCCへの要望

　JCCCへの要望では、ビザ簡素
化や発給枠の拡大等、ビザ関連に
関する要望が5件寄せられた。ま
た、運転免許証関連に関する要望
については、本年１月以降新制度
に移行したこともあり昨年に比較
すると減少したものの依然制限緩
和等の要望が寄せられている。こ
のほかには、技術者の米国内出入
り自由化を求める声や各州で課
税される税の一本化・簡素化、
さらには日米社会保障協定に関す
る駐在員の年金受給権に関する取
扱いについての要望もあった。

＜アンケート回答企業の概要＞

　回答企業の業種は、製造業104
社（66％）で非製造業は54社
（34％）。製造業の内訳をみる
と、一般機械・部品25社、工作機
械・同部品16社、電気・電子機器
13社の順に回答が多く、非製造業
では商社・卸売22社、運輸・旅行
19社の順。またこれら回答企業の
うち、当地において販売・営業を
主体として活動を行っていると回
答した企業が97社（61.4％）に達
し、実際の生産活動を伴った業務
を実施していると答えた企業は35
社（22.2%）。



【JCCCへの要望事項他】
＊Ｅビザの米国内更新の復活　　＊邦人査証緩和　　＊ビザ更新手続きの簡素化　　＊ビザ発給枠の拡大　　＊ビザ発給、就労許可証発行のスピードアップ�� � � � �
＊パスポート更新手続きの簡素化　　＊運転免許証、取得場、日程の制限緩和　　＊出向者家族のドライバーズライセンス（ＩＤとみなされる）の取得許可　　
＊雇用関連訴訟取り扱い　　＊グローバル化、ボーダーレス化により所在が明確でなくなってきている。故に特に技術者の国内の出入りを自由化すべきである。� � � � � �
＊米国の鉄道会社の寡占化状況と西海岸を中心とした湾岸施設ならびに労働者のキャパシティー不足が長期的に見て、米国のロジスティック全般に悪影響を与える可能性が
　大であること。大変危惧される。
＊経済的に密接な関わりのあるカナダと米国との商流、資金の往来にかかるハードルの撤廃。（ ex. 租税条約の見直しによる配当等源泉税率の低減、撒廃）
＊各州から課税される税の一本化、簡素化
＊マイノリティーエスニックである企業に対しての支援・サポートがあれば、さらに外国から多くの投資家を呼び寄せられて、ひいては米国経済に貢献できるのではないか。
　社会面で言われているように、多くの米国籍大企業が安い労働力を求めて外国地へ放出していく中で、逆に米国人雇用を創出する我々の様な企業体がもう少し支援されても
　いいのではないか。
＊オヘア空港での通関について、緊急時に特別扱いで対応して頂きたいことがある。客先のラインストップにもなりかねない。
＊日米社会保障協定に関して、ドイツとの協定同様、駐在員が年金受給権を放棄して振込金を本来の支払い者である会社に返金させるオプションを持てるよう要望してほしい。


